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第１章 総 則 

（趣 旨） 

第１条 この規則は、大阪市消費者保護条例（昭和５１年大阪市条例第３２号。以下「条例」

という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（用 語） 

第２条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。 

 

第２章 訴訟費用の貸付け 

（訴訟費用の貸付け） 

第３条 条例第 30 条第 1項に規定する消費者訴訟に要する費用（以下｢訴訟費用｣という。）

の貸付けは、次の各号のいずれかに該当する場合に行う。 

（１） 市内に住所を有する消費者が消費者訴訟を提起し、又は提起することを決定している場

合 

（２） 市内に住所を有する消費者が事業者から消費者訴訟を提起されている場合 

（訴訟費用の範囲） 

第４条 訴訟費用は、次に掲げるものをいう。 

（１）裁判手続費用 民事訴訟費用等に関する法律（昭和４６年法律第４ 0号）第２章の規定

により裁判所に納める費用 

（２）弁護士費用 弁護士報酬 

（３）前２号に掲げるもののほか、消費者訴訟に通常要すると市長が認める費用 

（貸付金の限度額及び利息） 

第５条 訴訟費用に係る貸付金は、消費者訴訟１件につき審級ごとに２５０万円以内とし、申

請の額の範囲内で市長が決定する。 



２ 訴訟費用に係る貸付金は、無利息とする。 

（貸付けの申請） 

第６条 消費者訴訟を提起し、又は提起することを決定した者で、訴訟費用の貸付けを受けよ

うとする者（以下「借受希望者」という。）は、消費者訴訟費用貸付金貸付申請者調書（別

記第１号様式）を添付して、消費者訴訟費用貸付金貸付申請書（別記第２号様式）を市長に

提出しなければならない。 

（貸付けの決定） 

第７条 市長は、前条に規定する申請書を受理したときは、当該申請に係る書類の審査及び必

要な調査を行うとともに大阪市消費者保護審議会の意見を聞いて貸付けの可否及び貸付額を

決定し、その旨を当該借受希望者に通知するものとする。 

（貸付けの条件） 

第８条 市長は、訴訟費用の貸付けを決定する場合において、貸付金の用途、返還等に関し条

件を付することがある。 

（貸付金の交付） 

第９条 第７条の規定による貸付けの決定通知を受けた借受希望者は、別に定める様式による

消費者訴訟費用貸付金貸付契約書により契約（以下「貸付契約」という。）を締結しなけれ

ばならない。 

２ 市長は、貸付契約を締結した後、当該借受希望者に貸付金を交付するものとする。 

（追加貸付け） 

第１ 0条 市長は、貸付金の貸付けを受けている者（以下「借受者」という。）が既に交付を

受けた貸付金の額に不足を生じ、訴訟を維持することが困難であると認める場合には、当該

審級における貸付金の合計額が第５条第１項に規定する貸付限度額を超えない範囲で追加し

て貸付けることがある。 

２ 借受者は、前項に規定する追加貸付けを受けようとするときは、消費者訴訟費用貸付金追

加貸付申請書（別記第３号様式）により申請しなければならない。 

３ 第４条、第５条及び第７条から前条までの規定は、前２項の規定による追加貸付けについ

て準用する。この場合において、第５条第１項中「２５ 0万円以内」とあるのは、「２５ 0

万円から既に貸付けを受けている額を控除した額の範囲内」と読み替えるものとする。 

（貸付金の返還） 

第１１条 借受者は、当該消費者訴訟が終了したときは、その翌日から起算して６箇月以内に



貸付金（追加貸付けに係る貸付金を含む。以下同じ。）を返還しなければならない。 

（貸付金の返還の猶予） 

第１２条 市長は、やむを得ない理由があると認めるときは、相当の期間を定めて貸付金の返

還を猶予することがある。 

２ 借受者は、前項の規定により貸付金の返還の猶予を受けようとするときは、消費者訴訟費

用貸付金返還猶予申請書、（別記第４号様式）にその理由を証する書類を添付して、これを

市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（返還の免除） 

第１３条 市長は、消費者訴訟が敗訴に終わったときその他市長がやむを得ない理由があると 

認めるときは、貸付金の全部又は一部の返還を免除することがある。 

２ 借受者は、前項の規定により貸付金の返還の免除を受けようとするときは、消費者訴訟費

用貸付金返還免除申請書（別記第５号様式）にその理由を証する書類を添付して、これを市

長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（延滞利息の徴収） 

第１４条 市長は、借受者が正当な理由がなく返還期限までに貸付金を返還しないときは、当

該返還期限の翌日から当該貸付金を返還した日までの日数に応じ、年１４.６パーセントの割

合で計算した額の延滞利息を徴収するものとする。 

（貸付決定の取消し等） 

第１５条 市長は、貸付金の貸付けの決定を受けた者が次の各号の１に該当するときは、その

者に対する貸付金の貸付けの決定の全部又は一部を取り消すことがある。 

（１）正当な理由がなく、第７条の規定による貸付金の貸付決定の通知を受けた日から起算し

て３箇月以内に当該消費者訴訟を提起しないとき 

（２）貸付金を貸付けの目的以外の目的に使用したとき 

（３）虚偽その他不正の手段により貸付金の貸付けを受けたとき 

（４）第８条の規定に基づき付した貸付けの条件に違反したとき 

２ 借受者は、前項の規定による貸付けの決定の取消しがあつたときは、貸付契約の定めると

ころにより当該取消しに係る額の貸付金を返還しなければならない。 

（届出事項） 

第１６条 借受者（第４号に掲げる場合にあっては、当該消費者訴訟を承継した者）は、次の

各号に該当するときは、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。 



（１）当該消費者訴訟が終了したとき 

（２）当該消費者訴訟において、請求の内容を変更したとき 

（３）借受者の氏名又は住所の変更があつたとき 

（４）借受者が死亡したとき 

（訴訟の経過等の報告） 

第１７条 市長は、借受者に対し消費者訴訟の経過又は結果について報告を求めることができ

る。 

２ 借受者は、前項に規定する報告を求められたときは、これに応じなければならない。 

 

第３章 雑 則 

（特定物資の指定等） 

第１８条 市長は、条例第２１条の規定により特定物資を指定し、又はその指定を解除したと

きは、その旨を告示するものとする。 

（立入調査員証の携帯等） 

第１９条 条例第２５条の規定により立入調査を行う職員は、その身分を示す証明書（別記第

６号様式）を携帯し、関係者の請求があつたときは、これを提示しなければならない。 

（公表の方法） 

第２ 0 条 条例第３２条第１項に規定する公表は、大阪市公報に登載するほか、広く市民に周

知できる方法により行うものとする。 

（施行の細目） 

第２１条 この規則の施行について必要な事項は、市民局長が定める。 

   附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 当分の間、第 14 条に規定する延滞利息の年 14.6 パーセントの割合は、同条の規定にかか

わらず、各年の特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和 32 年法律第 26 号）第

93 条第２項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以

下同じ。）が年 7.3 パーセントの割合に満たない場合には、その年中においては、その年に

おける特例基準割合に年 7.3 パーセントの割合を加算した割合とする。 

 

附 則(昭和５７．４．１規則第３０号)抄 



１ この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和６３．４．１規則第７９号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成２．７．１規則第８２号) 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現に訴訟費用の貸付けを受けている者に対する貸付金(追加貸付け

に係る貸付金を含む。)の限度額及び延滞利息については、なお従前の例による。 

附 則(平成６年４月１日規則第５０号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

    附 則（平成１８年６月３０日規則第１７９号） 

この規則は、平成１８年７月１日から施行する。 

附 則（平成２６年２月 14 日規則第４号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則による改正後の大阪市消費者保護条例施行規則附則第２項の規定は、延滞利息の

うちこの規則の施行の日以後の期間に対応するものについて適用し、延滞利息のうち同日前

の期間に対応するものについては、なお従前の例による。          



 

 



 



 



 



 



第６号様式（第 19 条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  備考 

   １ 裏面に根拠法令を記載する。 

   ２ 用紙の紙質は白洋厚紙とし、寸法は縦 6センチメートル、横 9センチメートルとする。 
 

 

第   号 

立  入  調  査  員  証 

所 属 

氏 名 

 上記の者は、大阪市消費者保護条例第 25 条の規定により立入調査等を行 

う職員であることを証明する。 

 平成  年  月  日 

 

大阪市長 

            

 

印 


